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国民投票法の施行延期について（陳情）

　「日本国憲法の改正手続きに関する法律（以下：同法と記す）」は去る２００７年５月１８日に１８項目にわたる附帯決議付で公布されました。

　２０１０年５月１８日の同法施行日までの３年間において「国民投票の対象・範囲」については憲法審査会において、その意義及び必要性の有無等について十分な検討を加え、適切な措置を講じるよう務めることと記されています。

それにも拘わらず憲法調査会規定は衆議院では制定されましたが委員の選任はなされていない状況にあり、参議院では未だ憲法調査会規定が制定されたとの報道さえ目にしません。

その結果として当然のことながら今日まで

①　選挙権を有する者の年齢、成年年齢、公務員の政治的行為に対する制限のいずれについてもいまだ必要な措置が講じられていない。

②　最低投票率・テレビ・ラジオの有料広告規制についての必要な検討がなされていない。

上記２項目以外の残りの項目についても検討がほとんどなされておらず、必要な

法制上の措置が講じられていないと指摘せざるを得ません。

１８項目もの付帯事項を付けた同法案の提出そのものが異常と言うしかありませんが、公布時に約束された憲法審査会の役割がまったく機能がすることのないままに同法が施行されることに強く抗議するものです。

５月１８日の施行日が目前に迫りました。拙速に走るあまり憲政上歴史的な汚点を残さないよう同法施行延期の英断を求めます
